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諮問第１号
鎌倉都市計画高度地区制限の適用
除外に関する認定申請について

令和７年５月12日
鎌倉市まちづくり計画部都市計画課

令和７年度第１回都市計画審議会

資料１



令和７年度第１回都市計画審議会

本件は、鎌倉市上町屋の工業専用地域、第４種
高度地区（高さ制限３１メートル）において、事業者
から３１メートルを超える建築物の増築計画に関す
る高度地区の適用除外申請がなされたことから、
鎌倉市都市計画審議会諮問等基準に基づき、本
審議会に諮問するものです。

１ 趣旨
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令和７年度第１回都市計画審議会

２ 高度地区について

（１） 鎌倉都市計画高度地区の変更（令和２年３月30 日）（抜粋）

種類 建築物の高さの最高限度又は最低限度

第４種高度地区
建築物の高さの最高限度は、３１メートル
とする

２．適用除外
次のいずれかに該当する場合は、建築物の高さの基本
最高限度を適用しない。

（３）建築物の高さの基本最高限度を超える必要性があり、
かつ、当該地域の居住環境及び景観を阻害しないもの
として市長があらかじめ都市計画審議会の意見を聴い
た上で認めたもの
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令和７年度第１回都市計画審議会

（２） 鎌倉市都市計画審議会諮問等基準（令和２年３月30 日）（抜粋）

鎌倉市都市計画審議会に諮問する案件は、次のとおりとする。

３ 次の各号のいずれかに該当する建築行為。
（１） 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の２．適用除外（３）
に関する認定を受けようとするもの。
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（３） 鎌倉都市計画 高度地区の運用基準（令和２年６月１日）（抜粋）

３ 適用除外に関する事項
（１） 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の２．適用除外（３）
において「建築物の高さの基本最高限度を超える必要性が
あるもの」とは次のようなものをいう。
ア 準工業地域、工業地域及び工業専用地域内の工業系
建築物における研究開発機能や業務機能を有する建築
物の建築

１ 用語の定義
（１） 「工業系建築物」とは、工場、事務所、倉庫等の用途に供す
る建築物で、かつ、それぞれの用途地域において建築可能
なものとする。

4令和７年度第１回都市計画審議会



３ 経過

令和７年度第１回都市計画審議会

・鎌倉市まちづくり条例
令和６年11月22日 「大規模開発事業基本事項届出書」の受理
令和６年12月13日 説明会開催
令和７年３月21日 まちづくり審議会
令和７年４月10日 助言・指導書の公告
令和７年４月11日 方針書の公告
令和７年４月25日 大規模開発事業の手続終了

・都市計画法に関する手続
令和７年４月15日 鎌倉都市計画高度地区の適用除外に関する

認定申請
令和７年５月12日 都市計画審議会➡本日ご審議

・鎌倉市開発事業における手続及び基準等に関する条例
適用除外
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本日は次の点についてご審議いただきたい

令和７年度第１回都市計画審議会

• 建築物の高さ制限３１ｍを超える適用除外を認め
てよいかについて
（判断材料）
• 高さの基本最高限度を超える必要性
• 周辺住宅への日照の影響
• 周辺からの景観
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■事業者
三菱電機株式会社
鎌倉製作所

■計画地
上町屋字池ノ下３番２ 外24筆
/上町屋字吉目129番１ 外６筆

■用途地域等
工業専用地域
建蔽率：60％/容積率：200％
第４種高度地区

案内図

令和７年度第１回都市計画審議会

（ご参考）三菱電機 鎌倉製作所は大船駅から約1.6kmの
位置に立地している
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今回、４棟の増築が計画されているが、31ｍを超える建
築物（ご審議対象）は製造棟と工作棟の２棟

令和７年度第１回都市計画審議会

①製造棟
37.8m

事業区域面積：
126,663.25㎡

建蔽率：50.21％
容積率：128.33％

②工作棟
37.6m

変電所等
12.48m

設計棟
25.8m

土地利用計画図
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令和７年度第１回都市計画審議会

①製造棟（完成予想図）

37.8m

製造棟は地盤面から塔屋（階段・EV室）までで高さが
37.8ｍとなっている

塔屋
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令和７年度第１回都市計画審議会

37.6m

②工作棟（完成予想図）

工作棟は地盤面から塔屋（階段・EV室）までで高さが
37.6ｍとなっている

塔屋
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37.8m
吹抜け
構造

令和７年度第１回都市計画審議会

３１ｍを超える理由（①製造棟）

断面図

大型
ELV

設計・試験室

11

①大型製品の試験のため、約20ｍの吹抜け構造が必要であ
り、②機密性を確保し、設計～組立～試験をひとつの建物内
で完結させるには、上層階に設計室等の配置が必要である
ため、31ｍを超える高さとなる必要がある



断面図

37.6m

令和７年度第１回都市計画審議会

①機械加工設備の作業のため、約８ｍの吹抜け構造が必要
であり、②精密機器をひとつの建物内で完結して製造するに
は、上層階に３層分クリーンルームの配置が必要であるため、
31ｍを超える高さとなる必要がある

吹抜け構造

クリーンルーム

３１ｍを超える理由（②工作棟）
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令和７年度第１回都市計画審議会

（１）大規模工場における景観につい
て（景観配慮協議済み）

（２）緑化重点地区における緑化につ
いて

（３）交通への影響について
（４）環境への配慮について
（５）市民への配慮及び貢献について
（６）深沢地域の将来交通への貢献
について

（７）覚書及び確認書について
（８）行政手続について

（５）、（１）について、事業者の対応を説明します

市の「助言・指導」の内容は以下のとおり

⇒ 周辺市街地のスカイライン、配置、
規模、色彩等と協調すること

⇒ 眺望点（山崎跨線橋）からの見え
方に配慮したボリューム、配置、色
彩等とすること

⇒ 交通渋滞、景観、周辺への日照等
について、引き続き、近隣住民の懸
念に対応するよう努めること

項目 内容（抜粋）
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令和７年度第１回都市計画審議会

住民説明会を条例の規定に加えて２回追加で開催し、周
辺への日照の影響範囲を伝える等、住民への説明を実施

第１回 令和６年12月13日

第２回（任意） 令和７年２月28日

第３回（任意） 令和７年３月26日

住民説明会の開催日

（５）市民への配慮及び貢献について

14:00

15:00

16:00 日影図
（冬至）

まちづくり条例に基づく説明会（第１回）
での住民からの要望を踏まえ、日照の
影響がある住宅を中心に追加で実施
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令和７年度第１回都市計画審議会

（ご参考）現行規制で審議の必要のない高さ31ｍと比較し、
日照の影響は比較的軽微と想定される

（５）市民への配慮及び貢献について

14:00

15:00

16:00

15

日影図
（冬至）

高さ31ｍのとき

高さ約38ｍのとき

日影ライン



令和７年度第１回都市計画審議会

周辺住民からの要望を踏まえ、街灯（２か所）を事業者負
担で設置予定

（５）市民への配慮及び貢献について

街灯（イメージ）

：増設案
：既存街灯
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令和７年度第１回都市計画審議会

周辺住民からの要望を踏まえ、フェンス沿いの樹木の
剪定・伐採を行い、道路が明るくなるよう配慮している

（５）市民への配慮及び貢献について

剪定前 剪定後

道路が暗いので
剪定して明るくし
てほしい・・・
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令和７年度第１回都市計画審議会

（１）大規模工場における景観、（５）市民への配慮及び貢献について

当初計画

（まちづくり条例に基づく
大規模開発事業届出時）

計画見直し後
（高度地区の適用除外申請時）

景観や周辺への日照へ配慮すべく、建物高さの見直し
を行い、45ｍから約38ｍまで高さを引下げ

約38m
45m
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（ご参考）各方向からの景観は、東側（道路面）以外からは
あまり見えないため、影響は限定的との見解

令和７年度第１回都市計画審議会

（１）大規模工場における景観について

製造棟（西側から） 製造棟（南側から）

製造棟（東側から） 工作棟（東側から）
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製造棟（西側から） 製造棟（南側から）

製造棟（東側から） 工作棟（東側から）

（ご参考）現行規制で審議の必要のない高さ31ｍと比較
しても、見え方に大きな差はないと言える

令和７年度第１回都市計画審議会

（１）大規模工場における景観について

20

31ｍの高さ



令和７年度第１回都市計画審議会

（ご参考）既存施設と統一感のある形態意匠・色彩の採用
や、周辺からの見え方への配慮など、周辺環境との調和
を図っている

鎌倉市景観計画における
眺望点（山崎跨線橋上）
からの見え方

（１）大規模工場における景観について
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（再掲）本日は次の点についてご審議いただきたい

令和７年度第１回都市計画審議会

• 建築物の高さ制限３１ｍを超える適用除外を認め
てよいかについて
（判断材料）
• 高さの基本最高限度を超える必要性
• 周辺住宅への日照の影響
• 周辺からの景観
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鎌倉都市計画高度地区の変更 

 

鎌倉都市計画高度地区を次のように変更する。 

 

種 類 面積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 

第１種高度地区 約３４４ha 
建築物の高さの最高限度は、１５メート

ルとする 

 

第２種高度地区 約３０９ha 
建築物の高さの最高限度は、２０メート

ルとする 

 

第３種高度地区 約１８１ha 

建築物の高さの最高限度は、３１メート

ルとする 

ただし、工業系建築物以外の建築物は、

２０メートルとする。 

 

第４種高度地区 約７１ha 
建築物の高さの最高限度は、３１メート

ルとする 

 

 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 

 

資料２-１ 



 

 

１．制限の緩和 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２第１項、第８６条第３

項若しくは第４項又は第８６条の２第２項若しくは第３項（同条第３項の許可

にあっては容積率の限度を超えるものとすることができるものに限る。）の許可

を受けた建築物については、上記表に掲げる建築物の高さの最高限度（以下「基

本最高限度」という。）に対し第 1 種高度地区においては５ｍ、第２種高度地区

又は第３種高度地区で基本最高限度が２０ｍの場合においては１１ｍ、第３種

高度地区で基本最高限度が３１ｍの場合又は第４種高度地区においては１４ｍ

を加えた数値まで緩和することができる。 

（２） 既存不適格建築物（この都市計画変更の告示の日に現に存する建築物又は現に

建築、大規模の修繕若しくは大規模の模様替の工事中の建築物で、その高さが

基本最高限度を超えるものをいう。以下同じ。）の建替えで、周辺の市街地環境

の維持に支障ないものとして市長があらかじめ建築審査会の意見を聴いた上で

認めたものについては、基本最高限度を当該建築物の高さの範囲内で緩和する

ことができる。 

 

２．適用除外 

次のいずれかに該当する場合は、建築物の高さの基本最高限度を適用しない。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４に規定する地区計画等

で建築物の高さの最高限度が定められている区域内において、建築、大規模の

修繕、大規模の模様替又は用途変更を行う場合 

（２） 既存不適格建築物について、大規模の修繕、大規模の模様替若しくは用途変更

を行う場合又は基本最高限度の範囲内における増築を行う場合 

（３） 建築物の高さの基本最高限度を超える必要性があり、かつ、当該地域の居住環

境及び景観を阻害しないものとして市長があらかじめ都市計画審議会の意見を

聴いた上で認めたもの 

（４） 高度利用地区内における建築物の建築、大規模の修繕、大規模の模様替又は用

途変更を行う場合 

 



1/1 

○鎌倉市都市計画審議会諮問等基準 

鎌倉市都市計画審議会に諮問する案件は、次のとおりとする。 

１ 本市の都市計画決定（本市都市計画審議会の議を経て決定する都市計画を除く。）等に関する

事項。 

２ 前項に定めるもののほか、市長が都市計画上必要と認めるもの。 

３ 次の各号のいずれかに該当する建築行為。 

(1) 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の２．適用除外（３）に関する認定を受けようとす

るもの。 

(2) 当該建築行為に係る敷地の状況により、当該建築行為が周辺に著しい影響を与えると市長が

認めるもの。 

(3) 前２号のいずれかに該当することにより諮問した建築行為を変更するもの（軽微な変更の場

合を除く）。 

 

鎌倉市都市計画審議会に報告する案件は、次のとおりとする。 

１ 原則として30,000平方メートル以上の開発行為又は当該開発行為地の状況により当該行為が周

辺に著しい影響を与えると市長が認める行為。 

２ 前項に定めるもののほか、都市計画に関する事項で報告することが適当と市長が認めるもの。 

 

付 則（鎌都計第66号により平成20年４月30日施行） 

この基準は、決裁の日から施行する。 

付 則（鎌都計第793号により令和２年３月30日施行） 

この基準は、決裁の日から施行する。 
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○鎌倉都市計画 高度地区の運用基準 

この運用基準は、鎌倉都市計画高度地区（令和２年３月 30日変更 鎌倉市告示第 345号。）、その

運用方法及び用語の定義に関し、必要な事項を定めるものとする。 

また、この運用基準は、高度地区における建築物の高さの最高限度の遵守を原則とし、市街地の

整備改善に資すると認められる建築物の場合で、高さの最高限度をやむを得ず超える場合の運用基

準とする。 

１ 用語の定義 

(1) 第３種高度地区における「工業系建築物」とは、工場、事務所、倉庫等の用途に供する建

築物で、かつ、それぞれの用途地域において建築可能なものとする。 

(2) 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の１．制限の緩和（２）において「建替え」とは、

従前の建築物の全部又は一部を除却し、現在の利用を継続することを目的として建て直すこ

とをいう。 

２ 制限の緩和に関する事項 

(1) 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の１．制限の緩和（２）において「周辺の市街地

環境の維持に支障ないもの」とは、次に掲げる基準に該当する建築物及びその建築敷地とす

る。 

ア 敷地等 

既存不適格建築物の建築時における建築敷地の面積の減少がないと認められる建築物の

敷地であること。 

イ 空地等 

(ア) 建築敷地には、道路と接する部分について幅員１ｍ以上の歩道状の空地を確保し、か

つ、歩道との段差及び柵等を設けないものとし、駐車場等の出入口を除く部分について

幅２ｍ以上の緑化をすること。 

(イ) 建築物の壁面後退距離は、建築物の外壁から道路の境界線までの部分を３ｍ以上、そ

の他の部分を２ｍ以上とすること。 

(ウ) 緑化面積は、建築敷地の面積の 20％以上とすること。 

ウ 建築物等 

(ア) 不適格部分の見付面積（搭屋等を除く外壁面の展開面積）が、鎌倉都市計画高度地区

の変更告示日における当該建築物の見付面積以下であること。 

(イ) 建築物の意匠形態については、周辺環境と調和するよう努めること。 

３ 適用除外に関する事項 

(1) 「鎌倉都市計画高度地区の変更」の内容の２．適用除外（３）において「建築物の高さの

基本最高限度を超える必要性があるもの」とは次のようなものをいう。 

ア 準工業地域、工業地域及び工業専用地域内の工業系建築物における研究開発機能や業務
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機能を有する建築物の建築 

イ 次に掲げる公益上必要な建築物の建築 

(ア） 学校教育法第１条に規定する学校、同法第 124条に規定する専修学校又は同法第 134

条第１項に規定する各種学校の用に供する施設である建築物 

(イ） 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）による家庭的保育事業、小規模保育事業若し

くは事業所内保育事業、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）による社会福祉事業又は

更生保護事業法（平成７年法律第 86号）による更生保護事業の用に供する施設である

建築物 

(ウ） 医療法（昭和 23年法律第 205号）第１条の５第１項に規定する病院、同条第２項に

規定する診療所又は同法第２条第１項に規定する助産所の用に供する施設である建築

物 

(エ） 床面積の過半を国又は地方公共団体が所有又は維持管理（地方自治法第 244条の２

第３項に規定する指定管理者を含む）する建築物 

 

 

この基準は、鎌倉都市計画高度地区の変更告示日より運用する。 
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